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届
」
と
「
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得
届
」

の
届
け
出
を
行
う
（
添
付
書
類
と
し
て
、
会
社

の
登
記
事
項
証
明
書
や
労
働
者
の
雇
用
管
理
に

関
す
る
資
料
が
必
要
で
す
）。

　
労
働
保
険
は
、
政
府
が
管
掌
す
る
公
的
保
険

で
あ
り
、
原
則
と
し
て
労
働
者
を
雇
用
す
る
事

業
主
は
、
保
険
加
入
の
手
続
き
を
行
っ
た
上
で

保
険
料
を
納
付
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
ま

す
。
労
働
局
・
労
働
基
準
監
督
署
・
公
共
職
業

安
定
所
か
ら
指
導
を
受
け
た
の
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
加
入
手
続
き
を
行
わ
な
い
事
業
主
に
対
し

て
は
、
政
府
が
職
権
に
よ
り
成
立
手
続
き
を
行

い
、
労
働
保
険
料
額
を
決
定
し
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
事
業
主
が
故
意
ま
た
は
重
大
な
過

失
に
よ
り
、
労
災
保
険
の
加
入
手
続
き
を
行
っ

て
い
な
い
間
に
労
災
事
故
が
生
じ
た
場
合
に

は
、
労
災
保
険
給
付
に
要
し
た
費
用
に
相
当
す

る
金
額
の
全
額
ま
た
は
一
部
を
事
業
主
か
ら
徴

収
し
ま
す
。

２
．
労
働
保
険
料
に
つ
い
て

Ｑ
３　
労
働
保
険
料
の
申
告
・
納
付
に
つ
い
て
教

　
　
　

え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
労
働
保
険
料
は
、
労
働
者
に
支
払
う
賃
金

の
総
額
と
保
険
料
率
（
労
災
保
険
率
と
雇
用
保

険
率
）
に
よ
り
決
ま
り
ま
す
。
労
災
保
険
は
全

額
が
事
業
主
負
担
、
雇
用
保
険
は
事
業
主
と
労

働
者
双
方
が
負
担
し
ま
す
。

　

平
成
30
年
度
の
労
災
保
険
率
は
２・
５
／

１
０
０
０
～
88
／
１
０
０
０
、
雇
用
保
険
率
は

９
／
１
０
０
０
～
12/

１
０
０
０
で
す
。
そ
れ

ぞ
れ
の
保
険
率
は
事
業
の
種
類
ご
と
に
定
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

労
働
保
険
料

は
、
そ
の
年
度
に

お
け
る
申
告
の
際

に
概
算
で
申
告
・

納
付
し
、
翌
年
度

の
申
告
の
際
に
確

定
申
告
の
上
で
過

不
足
を
清
算
す
る

仕
組
み
に
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
を

「
年
度
更
新
」
と

い
い
毎
年
６
月
１

日
か
ら
７
月
10
日

ま
で
の
間
に
、
前

年
度
の
確
定
保
険

料
と
当
年
度
の
概

算
保
険
料
を
合
わ

せ
て
申
告
・
納
付

す
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。

３
．
労
働
保
険
事
務
組
合
に
つ
い
て

Ｑ
４　
労
働
保
険
事
務
組
合
と
は
ど
う
い
っ
た

　
　
　
制
度
で
す
か
？

Ａ　
こ
れ
ま
で
ご
説
明
し
た
労
働
保
険
の
手
続

き
は
原
則
と
し
て
事
業
主
が
行
う
こ
と
に
な
っ

て
い
ま
す
が
、
中
小
企
業
で
は
事
務
手
続
き
を

負
担
に
感
じ
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
と
思
い
ま
す
。

そ
う
し
た
場
合
に
労
働
保
険
事
務
を
委
託
で
き

る
団
体
が
労
働
保
険
事
務
組
合
で
す
。
労
働
保

険
事
務
組
合
は
厚
生
労
大
臣
の
認
可
を
受
け

た
、
商
工
会
議
所
等
の
中
小
企
業
事
業
主
の
団

体
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。
事
務
負
担
の
軽
減

だ
け
で
な
く
、
労
働
保
険
事
務
組
合
に
委
託
す

る
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、
次
の
点
が
あ
り
ま
す
。

①
労
働
保
険
料
の
額
に
か
か
わ
ら
ず
、
３
回
に

　
分
割
納
付
で
き
る
。

②
労
災
保
険
に
加
入
で
き
な
い
事
業
主
や
家
族

　
従
事
者
な
ど
も
特
別
加
入
で
き
る
。

　
労
働
保
険
は
労
働
者
を
雇
用
し
て
事
業
を
営

む
上
で
は
欠
か
せ
な
い
制
度
で
す
。
労
働
者
を

１
人
で
も
雇
用
し
て
い
れ
ば
加
入
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
く
れ
ぐ
れ
も
加
入
手
続

き
を
お
忘
れ
の
な
い
よ
う
に
ご
留
意
く
だ
さ

い
。
詳
細
や
事
務
手
続
き
の
処
理
、
労
働
保
険

事
務
組
合
に
つ
い
て
の
ご
相
談
は
、
仙
台
商
工

会
議
所
ま
で
お
気
軽
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。

誌上相談室 Q＆A　労働保険は国が営む公的保険制度とし
て、労働者を一人でも雇用している事業主
には加入が義務付けられています。
　労働保険とは「労働者災害補償保険」（以
下、労災保険）と「雇用保険」を総称した
言葉であり、保険の給付はそれぞれの保険
制度で個別に行われま
すが、保険料の納付等
については、原則とし
て労災保険と雇用保険
を一体のものとして取
り扱います。

　
黒
政
　
健 

氏

【
回
答
】

当
所
エ
キ
ス
パ
ー
ト
・
バ
ン
ク
登
録
専
門
家

く
ろ
ま
さ
社
会
保
険
労
務
士
事
務
所

（
青
葉
区
国
見
ケ
丘
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
社
会
保
険
労
務
士

【テーマ】

新年度に向けた
労働保険手続きの注意点

１
．
労
働
保
険
制
度
の
概
要
に
つ
い
て

Ｑ
１　
労
働
保
険
は
ど
の
よ
う
な
と
き
に
加
入

　
　
　
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
？ 

Ａ　
労
災
保
険
は
、
正
社
員
だ
け
で
な
く
パ
ー

ト
や
ア
ル
バ
イ
ト
で
も
、
労
働
者
と
し
て
１
日

で
も
働
き
、
賃
金
を
支
給
す
る
方
は
、
そ
の
対

象
と
な
り
ま
す
。

　
雇
用
保
険
に
は
適
用
の
条
件
が
あ
り
、「
①
１

週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
20
時
間
以
上
で
あ
る

こ
と
」「
②
31
日
以
上
の
雇
用
の
見
込
み
が
あ
る

こ
と
」
が
必
要
で
す
。
な
お
、
事
業
主
や
役
員

等
は
原
則
と
し
て
適
用
除
外
と
な
り
ま
す
。

Ｑ
２　
労
働
保
険
に
加
入
す
る
に
は
ど
の
よ
う

　
　
　
な
手
続
き
が
必
要
で
す
か
？

Ａ　

会
社
と
し
て
初
め
て
労
働
者
を
雇
い
入

れ
、
労
働
保
険
の
加
入
の
手
続
き
を
行
う
場
合

に
は
、一
般
的
に
は
以
下
の
順
番
に
行
い
ま
す
。

⑴
労
働
基
準
監
督
署
へ
、「
労
働
保
険　
保
険
関

係
成
立
届
」
と
「
労
働
保
険　
概
算
保
険
料
申

告
書
」
を
届
け
出
す
る
。

⑵
届
け
出
し
た
右
記
の
控
え
を
持
参
し
て
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
へ
「
雇
用
保
険
適
用
事
業
所
設
置

労働保険

労災
保険

雇用
保険

労働保険の年度更新のイメージ
平成30年度 平成31年度

概算保険料
30万円

年度更新時に（6/1～7/10）
平成30年度の不足分10万円と
平成31年度の概算30万円を納付する

10万円の不足

確定保険料
30万円

概算保険料
20万円納付済


